










　 3．民法900条 4 号ただし書前段の合憲性と違憲判断の効力
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　本件規定の合憲性については、従前から議論のあるところであり、学説上も違憲とするものがと






国籍法（旧） 3条 1項の規定に基づき国籍取得要件における嫡出性の有無による区別を憲法14条 1
項に違反すると判断した平成20年 6 月 4 日最高裁判所大法廷判決（①最大判平成20･ 6 ･ 4 民集62-
















































































廷の判断があり（①最一小判平成12･ 1 ･27判時1707-121、②最二小判平成15･ 3 ･28判時1820-62（①
事件）、③最一小判平成15･ 3 ･31判時1820-62（②事件）、④最一小判平成16･10･14判時1884-40、⑤














































































　まず、「 2　憲法14条 1 項適合性の判断基準について」において、以下のように述べている。
1 ）憲法14条 1 項の趣旨について
　「憲法14条 1 項は、法の下の平等を定めており、この規定が、事柄の性質に応じた合理的な根拠に
基づくものでない限り、法的な差別的取扱いを禁止する趣旨であると解すべきことは、当裁判所の
判例とするところである（最高裁昭和37年（オ）第1472号同39年 5 月27日大法廷判決・民集18巻 4













　つぎに、「 3　本件規定の憲法14条 1 項適合性について」において、以下のように述べている。
1 ）平成 7年大法廷決定の合憲判断と本件規定の定めの合理性の不断の検討の必要性について


















































































　「本決定は、本件規定が遅くとも平成13年 7 月当時において憲法14条 1 項に違反していたと判断す
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　平成25年決定は、まず、本決定の違憲判断と従前の合憲判断との関連について、「本決定は、本








































































































































（ 3）	 平成 7年最高裁大法廷決定（最大決平成 7 ･ 7 ･ 5 民集49-7-1789）以降の学説の状況としては、憲
法学説では、違憲説でほぼ一致しているが、民法学説では、合憲説に立つものないし違憲と断定し




（ 4）	 平成25年決定が明示的に引用する小法廷の判断としては、次の 5件があり、いずれも、平成 7年
決定を引用して合憲との判断を示している。①最一小判平成12･ 1 ･27判時1707-121、②最二小判平
成15･ 3 ･28判時1820-62（①事件）、③最一小判平成15･ 3 ･31判時1820-62（②事件）、④最一小判平
成16･10･14判時1884-40、⑤最二小決平成21･ 9 ･30判時2064-61。










（ 6）	 高井裕之「嫡出性の有無による法定相続分差別」（『憲法判例百選Ⅰ（第 6版）』、2013年）63頁。
（ 7）	 平成25年決定を含めて、最高裁がこれまでに法令違憲の判断を示したのは、以下の 9件である。
①尊属殺重罰規定違憲判決〔最大判昭和44･ 4 ･ 4 刑集27-3-265）〕（刑法200条）、②薬事法距離制限
規定違憲判決〔最大判昭和50･ 4 ･30民集29-4-572〕（薬事法 6条 2 項）、③衆議院議員定数配分規定
50
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違憲判決〔最大判昭和51･ 4 ･14民集30-3-223〕（公職選挙法13条 1 項・同法別表第一）、④衆議院議
員定数配分規定違憲判決〔最大判昭和60･ 7 ･17民集39-5-1100〕（公職選挙法13条 1 項・同法別表第
一）、⑤森林法分割制限規定違憲判決〔最大判昭和62･ 4 ･22民集41-3-408〕（森林法186条）、⑥郵便
法賠償責任制限規定違憲判決〔最大判平成14･ 9 ･11民集56-7-1439〕（郵便法68条・73条）、⑦在外邦
人選挙権制限規定違憲判決〔最大判平成17･ 9 ･14民集59-7-2087〕（公職選挙法附則 8項）、⑧国籍法
要件規定違憲判決〔最大判平成20･ 6 ･ 4 民集62-6-1367、最大判平成20･ 6 ･ 4 裁集民事228-1-1〕（国















（11）	 平成 7年 7月 5日最高裁大法廷決定（最大決平成 7 ･ 7 ･ 5 民集49-7-1789）。
（12）	 最一小判平成15･ 3 ･31判時1820-62および最一小判平成16･10･14判時1884-40における島田仁郎裁
判官補足意見や、最二小決平成21･ 9 ･30判時2064-61における竹内行夫裁判官補足意見では、違憲
説に極めて近い内容が示されている。























（31）	 伊藤・前掲注（ 3）93頁、同旨のものとして、尾島・前掲注（ 3）39-40頁。
（32）	 伊藤・前掲注（ 3）95頁、同旨のものとして、尾島・前掲注（ 3）41-42頁。



























（41）	 法令違憲と判断した平成23年 8 月24日大阪高裁決定（判時2140-19）では、本件規定は、法律婚
の尊重という立法目的との合理的関連性を欠いているとして、憲法14条 1 項、憲法13条及び憲法24
条 2 項に違反して無効であると判断した。そして、適用違憲と判断した平成22年 3 月10日東京高裁
判決（判タ1324-210）では、被相続人は生前婚姻をしたことがなく、相続人が実子である非嫡出子
と養子である場合において、非嫡出子が被相続人の全財産を相続した養子に対して遺留分減殺請求
権を行使した事案について民法1044条、900条 4 号但し書前段を準用することは違憲であるとした。
また、同じく適用違憲とした平成23年12月21日名古屋高裁判決（判時2150-41）では、被相続人が
1度も婚姻したことがない状態でその非嫡出子として出生した子について、被相続人がその後婚姻
した者との間に出生した嫡出子との関係で民法900条 4 号但し書を準用する民法1044条を適用する
ことは、その限度で憲法14条 1 項に違反して無効であると判断した。
